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戸田市立児童センターこどもの国、児童センターこどもの国第 1学童保育室及び児童

センターこどもの国第 2学童保育室指定管理者候補者の選定結果について 

 

 令和６年７月１２日から令和６年８月１３日まで募集を行った戸田市立児童センタ

ーこどもの国、児童センターこどもの国第 1 学童保育室及び児童センターこどもの国

第 2 学童保育室指定管理者候補者の選定に当たっての経緯等については、次のとおり

です。 

 

１ 戸田市立児童センターこどもの国、児童センターこどもの国第 1 学童保育室及び

児童センターこどもの国第 2学童保育室指定管理者について 

  指定管理者：社会福祉法人さきたま会（既存業者） 

埼玉県久喜市上内１４４６番地１ 

理事長 竹下 成子 

 

 

２ 指定の期間について 

  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで（５年間） 

 

３ 応募の状況について 

  応募申請団体数 令和６年８月１３日締め切り  １団体 

 

４ 指定管理者候補者の選定について 
 

(1) 選定基準 

 ア 審査基準 

  ① 児童センター及び学童保育室の設置の目的が達成できること。 

  ② 市民の平等な施設利用を確保することができること。 

③ 関係法令等を遵守し、適正に施設運営を行うことができること。 

④ 施設の設置目的を効果的に達成し、効率的な運営を行うことができること。 

⑤ 指定管理業務に係る経費が適切な額になっていること。 

⑥ 指定管理業務を安定して行う経営基盤を有していること。 

⑦ 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報の適正な取扱いを確保する

ことができること。 

 

 イ 審査項目 

  ① 市が設置する公の施設としての役割を適切に担うことができるか。 

  ② 利用者本位の柔軟なサービスが提供されるか。 

  ③ 市民の平等利用確保への配慮がされているか。 

  ④ 効果的かつ効率的な管理を実施できるか。 

  ⑤ 法人等の経営基盤が安定しているか。 

  ⑥ 個人に関する情報の適切な取扱いは確保されているか。 
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  ⑦ 指定管理業務に係る市の指定管理料は適切な額か。 

  ⑧ 事業の計画は妥当か。 

  ⑨ 環境等に配慮した運営方法となっているか。 

  ⑩ その他効果的、効率的な管理運営を行う計画があるか。 

 

 (2) 選定委員会の委員 

・市職員 ３名 

・学識経験者 １名 

・その他市長が必要と認める者 １名 （計５名） 

 

 

 (3) 第１次審査について 

   審査基準に基づき、資格・書類審査を実施しました。 

   ○ 審査結果 

     応募者１団体中、１団体を第２次審査対象団体としました。 

 

 (4) 第２次審査について 

   プレゼンテーション及び選定委員によるヒアリング等による審査を実施しまし

た。 

   ○ 審査結果 

     ・採点結果 
 

 

団体名 社会福祉法人さきたま会 

合計点 １，４４２点 

      ※各委員４３０点（児童センター２２５点、学童保育室２０５点）で 

５名、２，１５０点満点で実施。 

      ※得点率は、委員平均で児童センター１５０．２点（６６．８％）、 

学童保育室１３８．２点（６７．４％）。 

※基準評価値（最低基準）は児童センター１１２．５点、 

学童保育室１０２．５点で、ともに５０％とする。 

 

 (5) 選定理由 

提出された申請書類を選定基準に基づき総合的に審査した結果、基準評

価値を超えていた。 

 また、当施設における指定管理者の実績があるとともに提案内容が適当

であり、施設の管理運営を安定的に行える能力を有すると判断した。 

 

５ 指定管理者候補者の主な提案内容 

(1) 指定管理業務を行うに当たって基本方針 

  ①子育て及び地域コミュニティの拠点 

②子どもたちの安心安全な居場所 

(2) サービスを向上させるための方策 

  ニーズを把握し、速やかに対応すること 
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(3) 施設・設備の維持管理計画 

  仕様書に従い適切な財産の管理、施設の清掃、保守点検、修繕を行い、こども

の国を熟知した職員がより良い施設とするため、市と協力しながら必要な維持管

理・修繕等を行う。 

(4) 管理執行体制 

  こどもの国として統一性を堅持し、効果的・効率的な管理運営を行うために、

児童センター・学童保育室を一体の施設として組織する。 

(5)職員の育成及び雇用 

  子どもたちに寄り添える人材を採用し、各種研修受講や資格取得を奨励する。

児童センターの職員にも放課後児童支援員の資格を推奨し、児童センター、学童

保育室間での異動も可能な体制 

(6)バックアップ体制 

  法人として 540 名を超える職員を有し、職員が有している児童福祉に関する資

格は多岐にわたり、これらの職員が日常的に助言し、欠員を補充し、イベント時

等バックアップを行う。   

(7) 児童センター指定期間５年間の計画 

  これまでの運営における取組を継続しつつ、次期 5 年間では地域や学校との連

携を強め、地域のリーダー育成のための組織も編成する。また、子育てや子ども

たちの相談体制を整備し拡充する。 

(8) 学童保育室指定期間５年間の計画 

  複合施設の中にある学童保育室の特性を活かした運営を行っており、その取組

を継続する。次期の５年間の中で、配慮が必要な児童の保育への取り組み、食育

の充実、保育園と連携・交流する企画や児童が自主的に計画するイベントを実施

し、児童の自主性を育成する。 

(9) 保育園との連携について 

  児童センター、保育園の相互の会議に出席し、運営状況の共有化を図り、さら

なる連携強化により、サービスの質向上に取り組む。 


